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                                 No.100  2005 年 6 月 17 日          
                                               

                     ロシアのエネルギー産業(2)                                                  

                                                                                                         

                                   開発経済調査部 上席研究員 糠谷 英輝             
 

 ロシア経済がエネルギー産業に依存した構造にあることは前回述べた通りであるが

(注 1)、その中核である原油生産に陰りが見え始めている。 
 ロシアの原油生産は 2003 年に前年比 11%、2004 年に同 9%の増加を記録したが、本

年 1～5 月は前年同期比 3%程度の増加と増加率は急激に低下した。原油生産は昨年 9
月に一日当たり 9.4 百万バレルを記録した後、増加は止まり、本年に入っては平均して

一日当たり 9.3 百万バレルで推移している。原油増産率の低下を受けて、ロシア政府は

2005 年の経済成長率予測を 6.5%から 5.8%へ下方修正した。 
 2000年以降、ロシアの原油生産は一日当たり2.7百万バレルの増産と急増を記録した。

これは世界の原油需要の増加(一日当たり 5.88 百万バレル)の半分を賄うものであった。

特に中国の原油需要が増加し、一方で OPEC 諸国の増産がこれを賄いきれない中で、ロ

シアの原油増産は原油価格の急上昇を抑える要因になった。 
 そのロシアの原油生産が昨秋以降低下した背景にはいくつかの要因が指摘されてい

る。第一はユコス事件を受けて、石油産業への国家管理の強化、業界再編の動きなど、

業界の先行きに関する不透明感が増し、これが設備投資を抑制する要因になっているこ

と、第二は比較的短期に収益を上げられる油田の掘削が済み、今後増産をするには大規

模な開発投資が必要になってきていること、そして第三はバレル当たり 25 米ドルを超

えた原油価格の上昇分は、現行の税制ではその収入増加の 90%程度が税金として国庫に

吸い上げられ、石油産業は原油価格上昇による収益増加の恩恵が限られることから十分

な投資が出来ない状況にあることが挙げられる。さらにユコス事件やその後のエネルギ

ー産業への国家管理強化の動きは外資によるエネルギー産業への投資抑制要因となっ

ている。要すれば石油産業が今後の増産のために十分な投資を行う環境が作られていな

いことである。 
 去る 5 月 31 日、ユコス前社長のホドルコフスキー氏並びに同氏のビジネスパートナ

ーであったレベデフ氏に対して裁判所は 9 年間の禁固刑を言い渡した。ユコス事件はこ

れで解決した訳ではなく、この事件をきっかけにしたエネルギー産業の再編、エネルギ

ー産業の国家管理は依然として不透明な状況が続いている。 
 ユコスの主要生産子会社であったユガンスクネフチガスは不透明な競売手続きを経

て、国営石油会社であるロスネフチに買収された。その後、同じく国営天然ガス企業で

あるガスプロムがロスネフチを吸収合併するとの発表がなされた。しかしさらにその後

両社の合併は事実上白紙に戻された。この背景にはガスプロムとロスネフチ両社の社長

がプーチン政権内で対立した立場にあることが指摘されており、プーチン大統領の政権
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掌握力の低下すらも言及される状況である。 
 政府のエネルギー産業に対するスタンスも、国家管理を強化するプーチン大統領と外

資の役割の重要性を解くグレフ経済発展相など、必ずしも一枚岩ではない。しかし本年

2月には外国資本が過半の出資比率を持つ企業を今後の主要な天然資源開発から除外す

る方針が発表され、天然資源を含めた戦略部門(注 2)への外国資本を制限する方向が示

され、エネルギー産業への国家管理は強化に向かっている。 
さらに本年 5 月後半にはガスプロムによる石油会社シブネフチの買収交渉、6 月に入っ

てはロシアの一流紙イズベスチア(Izvestia)の買収が報じられている。ガスプロムは既に

テレビ局、ラジオ局、雑誌等のメディアを買収の上、傘下に収めており、今回さらに自

由な論調で一流紙として名高い Izvestia を抑えることで、エネルギー産業のみではなく、

経済全体への国家統制色が強まるのではないかとの懸念も生まれる。 
 ロシアのエネルギー産業が今後どのような展開を見せていくのか、原油・ガス生産は

どう推移するのかは、ロシアの今後の経済成長、エネルギー依存型経済からの構造転換

の課題であるだけではなく、世界的なエネルギー価格への波及を通じて、世界経済をも

左右していく要因だと言っても過言ではない。 
  
(注 1) 本欄では 2004年 9月 27日No.83でロシアのエネルギー産業について取り上げた。  
(注 2) 戦略部門とは、インフラ整備、国防、天然資源、電力、鉄道などを指す。 
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